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博士論文内容要旨 
坪田光平 
■博士論文で扱う問いと構成 
グローバリゼーションは、人・モノ・金の流動化を促している。このうち、とりわけ移
民の増大は、従来の国民国家に多大なインパクトをもたらし続けている。移民の存在は、
様々な社会統合政策を必要とし、国民国家の前提を大きく揺り動かすものとして注目を集
めている。この点は、従来から国民国家の枠組みを強固に維持し続けている現代日本にお
いても同様にあてはまる。1980年代以降、とりわけ再生産労働力不足を解決するため、日
本社会は盛んに近隣アジア諸国から外国人女性を受け入れてきた。そして、その延長線上
に位置する現象として、日本人男性との「国際結婚」が進展している。その結果、（学齢期
で到来する子どもを含め）日本社会に生まれ育つ第二世代の子どもたちが出現し、しかし
こうした子どもたちに十分対応できない学校現場の混迷ぶりは、繰り返し明らかにされて
きた。このように、事実上の移民受け入れ国家として形を変えつつ、しかし制度的には外
国人に開かれていない日本の学校現場において、教育はどのように形を変えるのだろうか。
これが、本研究で扱う問いである。 
以上の問いは、したがって、1)そもそもなぜ外国人の移動経路が確立され、どのようにそ
の定住が進んできたのかという「親世代」の国際移動を対象とした検討――歴史的経緯か
ら外国人の定住の実態まで、そして、2)日本社会で生まれ育つ「子世代」の教育状況――学
校現場での受け入れから処遇の実態にいたるまでと、世代の両面にわたった検討を必要と
する。そして、外国人をめぐる教育の現状を明らかにし、今後の教育のあり方を実証的に
構想することが、本研究の課題である。 
このため本研究では、上記の問いを達成する為に、再生産労働力の不足という文脈から
は格好の検討対象といえ、かつ日本社会で大規模に膨れ上がった無視できないエスニック
集団として、フィリピン系ニューカマーに焦点をあてる。そして、フィリピン人女性の渡
日経緯、エスニック・コミュニティ、学校現場にわたって分析を行うことを目的とする。
以下、各章の分析結果を示し本研究から得られた主な知見を提示する。 
 
■第 1章 
第 1 章では、「なぜフィリピン系ニューカマーの定住が進んだのか」をリサーチクエス
チョンとし、フィリピン系ニューカマーの移動経路を支えた「興行（＝エンターテイナー）
ビザ」に注目した歴史的検討を行った。1980年代以降、日本社会では「違法就労」や「賃
金搾取」といったフィリピン人女性に対する就労の実態が明るみにされたが、「興行」の在
留資格付与が厳しく問い直されたのは、2005年と時間的に大きな隔たりがある。フィリピ
ン人女性の出入国が、年間約 8 万人の規模を数え、頻繁に移動を繰り返すその移動経路に
は、どのような送り出しの構造が潜んでいたのか。この問題を、フィリピン社会の側から
検討することが、第 1章での課題である。 
  
 
分析の結果、「外貨獲得（＝海外送金）」に依存するフィリピン政府の送り出し政策が、
拡大家族を基本とするフィリピン社会の側からは、「欠かせないもの」として深く内面化さ
れていた事実が明確になった。また、エンターテイナーの積極的な「保護・抑制」は、「自
分たちの就労（＝家族に送金するための出稼ぎ）の機会を奪うもの」として広く反発を招
き、広範な抵抗運動が呼び起こされてもいたのである。 
この背景には、日比に跨ったエンターテイナー業界の隆盛によって、渡日経路が構造化
されていたことが指摘できる。「興行」ビザ発給の厳格化に、海外就労者と業界団体が一体
となった異議申し立てが幾度も行われてきた点は、海外就労者の保護に踏み切れないフィ
リピン政府のジレンマを浮き彫りにするだけでなく、海外就労者の送り出しが名実ともに
はっきりと浸透しているフィリピン社会のあり方を明確にしている。このため、たとえ人
権被害の実態が明らかにされようとも、フィリピン系ニューカマーの移動は滞ることなく
維持されてきたのである。 
こうした知見を踏まえると、日本社会におけるフィリピン系ニューカマーは、送り出し
政府からは保護されることなく切り離された存在であるという基本的な認識が導かれる。
このため、女性たちが辿る「国際結婚」とその後の人権被害という問題は、女性たちがフ
ィリピン政府から基本的には切り離されているために、いわば独力で解決しなければなら
ないのである。 
 
■第 2章 
第 1 章で得られた分析に従えば、フィリピン系ニューカマーは、一方では人権侵害の危
険に晒されるにも関わらず、フィリピン政府との関係においてその保護は達成されない。
したがって、女性たちがホスト社会で得られる資源は基本的に限定的なものであり、女性
たちは相互扶助によって生き抜いていくことが求められている。この点は、女性たちの子
育てという第二世代の養育にかかわって重要といえる（第 4章）。はたして女性たちは、ど
のように相互扶助を達成しているのだろうか。そこで、女性たちはどのような生活世界を
築き、どのような資源を形成しているのだろうか。これが、2章で検討する問いである。 
この点を実証的に検討していくため、第 2 章では、東日本大震災後のフィリピン系エス
ニック・コミュニティを対象とした検討を行った。対象は、生活状況が一変し様々な資源
動員のプロセスが浮き彫りになるエスニック・コミュニティの形成過程である（石巻市）。
分析の結果として強調できるのは、女性たちが何よりも「教会の場」を結節点としたコミ
ュニティ形成を行っていることである。エスノグラフィックな検討を行った本研究の立場
からは、女性たちが「宗教組織」との関わりのなかで生活世界を構築していたことを明示
しておきたい。すなわち、女性たちはタガログ語ミサに象徴される教会の場を通じ、滞日
生活を精神的に安定させる情緒的資源を獲得するだけでなく、フィリピン人女性同士のネ
ットワークを通じて就労先（＝フィリピン・パブ）を新たに起ち上げ、相互の雇い入れに
よって経済的資源を調達していたのである。女性たちのエスニック・コミュニティの分析
  
 
から強調できるのは、こうした相互扶助をもたらすその背後に、Facebookや Skypeといっ
たソーシャルネットワーキングサービス（＝SNS）が媒介要因になっているという点であ
る。SNS を用いた仮想空間では、教会でのタガログ語ミサや就労先での交流写真・動画が
矢継ぎ早に投稿され、教会コミュニティメンバーの関係は非常に緊密であった点が特筆さ
れる。 
このように、「宗教組織」を皮切りに、また「SNS」を媒介することによって、フィリピ
ン系エスニック・コミュニティは、「教会―就労―SNS」という三つの空間が重なり合う複
層的なネットワークを主たる特徴としている。同質的なネットワークを築きながら生活世
界を拡張していくことで、女性たちは震災後の経済難を打開するよう資源形成を行ってい
るのである。これが、エスニック・コミュニティの特徴を分析した第 2章の知見である。 
 
■第 3章 
しかしこうした相互扶助は、「被災直後」というフィールドの特殊性によって、限定的な
知見に過ぎない可能性がある。このため第 3 章では、「震災後の職業の変化」という時間軸
を加味した分析を行うことで、エスニック・コミュニティの般化可能性について検討を行
った。明らかになったのは「フィリピン・パブ」で働き続ける女性たちが、同じ教会コミ
ュニティメンバーから不信を買い、教会の場が解体されていったという知見である。 
明確にすべきは、女性たちの多くが震災以前に就いていた水産加工業が復興してもなお
「なぜフィリピン・パブに勤め続けるのか」が親世代内部の争点とされていたことである。
つまり、震災被害の状況が薄らいでいく中、なぜ日本社会に根付くステレオタイプ（フィ
リピン人女性＝貧しい＝水商売）に迎合しているのかがコミュニティ内部で問題とみなさ
れていたのである。エスニック・コミュニティ内部の相互不信は、日本社会におけるステ
レオタイプが女性たちに明確に内面化されている事実を明らかにしている。第 3 章の最大
の知見は、コミュニティ問題の背後に潜む「親世代の職業」が、女性たちの連帯を危うく
し、エスニック・コミュニティを分断していくプロセスを示しえたことにある。 
このため、第 3章で提示したエスニック・コミュニティは、「被災／非日常」という場面
で立ち現れた限定的なものであり、「被災者」として一括される社会的文脈があったからこ
そ、成立していたに過ぎない。むしろ「復興／日常」において、フィリピン系エスニック・
コミュニティは、日本社会から向けられるステレオタイプの対象となることで、常に解体
の可能性と隣り合わせにある。したがって、女性たちが第二世代の子育てにあたって動員
しうる資源は基本的には脆弱なものであり、より長期には「日本語もタガログ語も不十分」
というセミリンガル問題を引き起こしやすいことが示された。 
 
■第 4章 
第 4 章では、第 2・3章の知見を踏まえつつ、女性たちが織り成す子育ての諸相を検討し
た。とくに「一時帰国」という移動に注目することで、エスニックな子育て意識（＝フィ
  
 
リピン人として育てたい）のあり様と、そのために動員される資源との関係を検討した。 
エスニックな子育て意識に関して明らかになったのは、第二世代の子どもたちをフィリ
ピンの家族・親族と引き合わせる「一時帰国」の重要性である。本研究の女性たち多くに
共通して、一時帰国以前にフィリピン人として育てたいという希望は語られることがなか
った。しかし第二世代を連れていくという意味では初めてとなる一時帰国の経験は、女性
たちにとって、図らずも「エスニック文化や行動規範を子どもたちが身につけていく」プ
ロセスとして捉えられていた。このために、「子どもは（やはり）フィリピン家族の一員で
ある」という認識が強固となり、エスニックな子育て意識は強く高まりを見せていたので
ある。 
しかし実際の子育てにあたっては、国際結婚家庭内部に潜む同化圧力（＝子どもは日本
人であるという配偶者家族の強い意向）が、女性たちのエスニックな子育て意識を抑制し
ていた。「日本人として育てるべき」という養育方針は、一時帰国を経験した女性たちにと
って、強く葛藤をもたらしていたのである。こうしたなか、女性たちが緩やかな抵抗の戦
術として選び取っていたのが、SNSを用いた子育ての実践であった。Skype等を利用する
ことによって、女性たちは子どもたちがフィリピン家族との情緒的紐帯を失わないように、
またタガログ語を忘れないように、トランスナショナルな子育てを実践しているのである。 
エスニック・コミュニティの複層性が解体される状況の中、女性たちはホスト家族から
向けられる同化圧力によって、フィリピン言語・文化を伝達する術を奪われている傾向に
ある。日本人としての養育として日本語中心の生活が求められる中、第二世代の子どもた
ちの育ちには、母子との関わりという点で生じる様々な教育的困難が予想される。これが
親世代を対象にしたⅠ部の結論である。 
 
■第 5章 
第 5 章では、フィリピン系第二世代の教育的困難を示す事例として、日本語獲得もタガ
ログ語獲得も不十分であるという「セミリンガルの子ども（注：論文中では圭吾）」に焦点
を当て、彼が日本の学校現場でどのように扱われているかを「特別支援教育の対象とされ
る子ども」と比較する視点にたって検討した。 
エスノグラフィックな検討を通して明らかになったのは、セミリンガルであることに伴
う困難が「特別支援教育」の枠組みに包摂されていくことで、その教育的ニーズが隠蔽さ
れるということである。加えて、特別支援教育と同列にセミリンガルを処遇しようとする
教師の教育実践は、周囲のクラスメートから排除を伴ったまなざしを誘発することにも貢
献していた。教室秩序の基本的なあり方として「学習姿勢」を強調する教育実践には、も
ちろんペダゴジカルな意図が孕まれている。しかし、「読み書き」といった学習困難を抱え
るセミリンガルはこうした評価基準から必然的に「逸脱」せざるを得ないのである。学習
意欲が往々にして「剥奪」を経験していく教室のプロセスからは、学校現場における意図
せざる帰結として「構造的差別」が引き起こされる。これが、第 5章の知見である。 
  
 
■第 6章 
では、セミリンガルの学習意欲は「剥奪」されたままなのだろうか。セミリンガルの教
育的ニーズを教師が捉え直す可能性はないのだろうか。こうした問いをもとに、第 6 章で
は、セミリンガルに教育支援を行う日本語ボランティアのミクロな実践に注目し、教師の
認識や教育実践に明確な変化を与えるボランティア側のストラテジーを明らかにした。 
外国人非集住地域という地域的文脈において、学校現場には言語的困難を支援するボラ
ンティアが派遣されている。学校現場で十分制度化されていないボランティアは、どのよ
うに教師との関係を取り結ぶのだろうか。教師と信頼関係を構築するプロセスから明らか
になったのは、1)担任教師だけでなく学校現場に対しセミリンガルに対する個別の情報伝達
を積極的に行うこと、そしてその中で、2)具体的にどのような学習困難があり、それがどの
ように解消されたのかという一連を「活動報告」として作り上げるボランティア側の営為
である。こうしたボランティア側の行為性は、教師との信頼関係構築に大きく貢献してい
た。一方、十分に制度化されていないからこそ「安価な労働力」となってしまう懸念につ
いても、ボランティアは「家庭の情報を伝えない」といった自身の役割のコントロールを
あわせて行うことで、学校現場への定着を達成していたのである。 
 
■第 7章 
第 5章・6章と続く分析では、「セミリンガル」という判断は所与のものとして扱われて
いた。また、ボランティアが提出する「活動報告」をもとに、学校現場は「セミリンガル」
という判断を確かなものとし、その教育的ニーズにあわせた教育実践へと大きく変容を遂
げていた。しかし、「特別支援教育」とも隣り合わせの関係にあった「セミリンガル」とい
う判断に、はたしてボランティア側の恣意性はないと言い切れるのだろうか。この問いを
もとに、第 7 章では、情報伝達を行うボランティア行為として、学校現場に欠かさず送付
されている活動報告の資料分析を行った。ボランティアが作成する「活動報告」に、学習
意欲はどのように再構成されているのだろうか。またそれは、なぜ教師たちの認識を問い
直すほどの有用性を持ち合わせているのだろうか。 
まず、資料化の技法として明らかになったのは、単にどのような学習課題に取り組んだ
のかという「結果」を記載するのではなく、学習課題に取り組む一連の「過程」をストー
リーとして浮かび上がらせることにあった。「静態的」ではなく「動態的」な記述によって、
学習意欲が様々に揺れ動く一連をまるごと浮き彫りにする資料化の技法は、「やる気がない
のではなくやりたくてもできなかった」という教師側の問い直しへと結びついていたので
ある。また、逆方向からの知見として強調しておきたいのは、教師たち自身も明確な根拠
をもって特別支援教育の対象と判断していたわけではないということである。確かな根拠
が得られない中、教師たちは「明確な判断材料がないため特別支援教育の対象と断言でき
ない」という状況を経験しているのである。つまり、ボランティア側の活動報告は、こう
した教師側の困難を打開する解釈の資源として機能しているからこそ、一層有用性を持ち
  
 
えているのである。 
しかし、ボランティアが置かれる構造的背景を検討することによって明らかになったの
は、ボランティア派遣という制度運用――人材確保・選抜・養成の実態が、「綱渡り的」と
も表現されるなかで「機能」しているということである。そして、教師やボランティア側
に「ニューカマー」や「セミリンガル」といった知識化が全く要請されていない外国人非
集住地域の学校現場では、ニューカマー第二世代がもちうる教育的ニーズが基本的には見
過ごされつつ「変わらない学校文化」が再生産されていく状況にあるといえる。 
 
■第 8章 
こうしたなか、「変わらない学校文化」の変革の可能性を、アクションリサーチの実施に
よって実証的に考察したのが第 8 章である。第 5・6・7章を通じた分析を基礎に、ボラン
ティア行為によって大きく変容していった教師集団からは、セミリンガルの教育的ニーズ
に対応できるよう、個別指導を教室内で重点化していく方針が目指された。しかし、個別
支援の実施が教師たちから独断的に行われる状況に、クラスメートの認識は伴わず、「なぜ
個別支援を行うのか」「ひいきではないか」というクラスメート側からの異議申し立てが問
題となるのである。このために、「セミリンガル」の差異をどのようにクラスメートに提示
し同意を達成するかという差異の承認が重要な課題となる。 
検討結果として提示できるのは、1)教員文化による差異の承認の可能性、そして 2)生徒
文化による差異の承認の可能性である。 
まず教員文化について明確にすべきは、可能な限り差異の「説明」にまで踏み込んだ教
育実践を、教師たちは「忌避する」という指導のあり方である。教師たちは例えば、「障が
い」や「セミリンガル」といった知識化を経て個別支援に同意しても、クラスメートから
個別支援の同意調達の手段としてこうした知識を持ち出すことには強い抵抗を示していた
のである。この点で、子ども集団への説明なき個別支援の実施は、「学習姿勢」を評価基準
とする教室空間においては、クラスメートから「ひいきだ」と主張するクレイム申し立て
へと間違いなく連動する。さらに、子ども間での相互行為によって、「支援を拒否する」状
況の達成さえ作り出すのである。個別支援人材（＝ボランティア）の存在意義をあわせて
不問にするこうした指導のあり方は、個別支援体制そのものを危うくする方向に機能する。
これが教員文化の検討を通じた第一の知見である。 
一方、生徒文化を媒介とした差異の承認については異なる状況が明らかになった。強調
したいのは、セミリンガルが第二世代であるということに関連して、クラスメートはその
学習困難を往々に理解しているだけでなく、子ども同士で個別支援を促進できるというこ
とである。アクションリサーチから続く検討によって明らかになったのは、セミリンガル
の困難を「当たり前」のものとして理解しているクラスメートが文化的資源となることで、
個別支援（＝人的資源の再分配）の承認が達成されていくということである。 
この地平から、日本型多文化教育実践の可能性として本研究が提示できるのは、教師が
  
 
ヘゲモニックに個別支援を志向し、ボランティアといった人的資源を教室に投入する一方
型のモデルではない。むしろ、「なぜ人的資源が必要なのか」に疑問・批判の声を発するク
ラスメートに応える親和的な装置として生徒文化を位置づけるという方向性である。セミ
リンガルの学習困難に理解を示し、教室の学習環境の改善にまで効力をもつ文化的資源と
しての生徒文化は、人的資源の存在意義を明確にし、結果として個別支援を円滑化すると
いう媒介型の多文化教育の方向性を提起している。そして、生徒文化を経由した差異の承
認の可能性は、個別支援を志向する教師にとっての「調整役」という意味にとどまるもの
ではない。時間の経過に従って教員集団が再編され、その結果として平等志向な教師の指
導観に直面しようとも、彼らは社会的に不利な立場にあるマイノリティの声を代弁し、「公
正」を希求するよう異議申し立てする行為性も有しているのである。 
ニューカマーが増大し、日本生まれ日本育ちの第二世代が浮上する中、外国人非集住地
域ではいまだ学校現場で平等が志向され、「ニューカマー」や「セミリンガル」の教育的ニ
ーズは取りこぼされている。その意味では、教育にドラスティックな変化は生じていない。
しかし、生徒文化が教室に「公正」をもたらす可能性を実証的に構想・提示しえた本研究
は、教室の子どもたちが実に様々に構成される現状に即した、今後の教育の一つの方向性
を照らし出すものである。 
 
以上 
